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宮城県の取り組み

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（第４次地震被害想定の検討）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（第３次被害想定）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（避難困難地域解消の事例①）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（避難困難地域解消の事例② ）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（対策の事例）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（レベル２津波に対する対策と課題）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



静岡県の取り組み（レベル２津波に対する対策と課題）

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



徳島県の取り組み

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



徳島県の取り組み

第２回「港湾の避難対策に関するガイドライン検討委員会」配布資料より



各県の取り組みのまとめ

避難困難エリアを検討避難困難エリアを検討

避難困難エリアがある場合には、その原因
（SOLASや防潮堤等）を解消防 堤

原因を解消しきれない場合においては 既存施設原因を解消しきれない場合においては、既存施設
を活用した対策を実施


